
松戸市マンション管理計画の認定に関する事務処理要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、マンション管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年

法律第１４９号。以下「法」という。）に基づく管理計画の認定等の実施に関し

て、法及びマンションの管理の適正化の推進に関する法律施行規則（平成１３年

国土交通省令第１１０号。以下「規則」という）に定めるもののほか、必要な事

項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

（１） 管理者等 法第２条第４号に規定する者をいう。 

（２） 管理計画 法第５条の３に規定するマンションの管理に関する計画を

いう。 

（３） 認定管理者等 法第５条の５に規定する者をいう。 

（４） 認定管理計画 法第５条の８に規定する管理計画をいう。 

（５） 管理計画認定マンション 法第５条の８に規定するマンションをいう。 

 

（管理計画の認定基準に係る適合確認） 

第３条 法第５条の３第１項に定める管理計画の認定の申請をしようとする者

（以下「申請者」という。）は、当該申請を行う前に、法第５条の４各号に掲げ

る基準に適合することについて、公益財団法人マンション管理センターの確認

を受け、事前確認適合証の交付を受けなければならない。 

 

（管理計画の認定申請） 

第４条 申請者は、規則第１条の２第１項に定める認定申請書（規則別記様式第

１号）に、規則第１条の２第１項各号に掲げる書類及び前条の規定により交付を

受けた事前確認適合証を添えて市長に提出しなければならない。 

 

（管理計画の認定） 

第５条 市長は、前条の申請があった場合において、当該申請に係る管理計画が

法第５条の４に掲げる基準に適合すると認めるときは、その認定を行うものと

する。 

 

（管理計画の認定の通知） 



第６条 市長は、前条の認定をしたときは、規則第１条の６に定める認定通知書

（規則別記様式第１号の２）により、申請者にその旨を通知するものとする。 

 

（管理計画の認定の更新の申請） 

第７条 認定管理者等は、規則第１条の７第１項に定める認定更新申請書（規則

別記様式第１号の３）に、規則第１条の２第１項各号に掲げる書類及び第３条の

規定により交付を受けた事前確認適合証を添えて市長に提出しなければならな

い。 

２ 第５条の規定は、前項の管理計画の認定の更新について準用する。 

 

（認定の更新の通知） 

第８条 市長は、前条の認定の更新をしたときは、規則第１条の８に定める認定

更新通知書（規則別記様式第１号の４）により、認定管理者等に通知する。 

 

（管理計画の変更の認定の申請） 

第９条 認定管理者等は、認定管理計画の変更（規則第１条の９に規定する軽微 

変更を除く。）をしようとするときは、規則第１条の１０に定める変更認定申請

書（規則別記様式第１号の５）に認定管理計画の添付書類のうち変更に係るもの

を市長に提出しなければならない。 

２ 第５条の規定は、前項の管理計画の変更の認定について準用する。 

 

（変更の認定の通知） 

第１０条 市長は、前条の認定管理計画の変更の認定をしたときは、規則第１条

の１１に定める変更認定通知書（規則別記様式第１号の６）により、認定管理者

等に通知する。 

 

（認定しない旨の通知） 

第１１条 市長は、第５条の認定（第７条の認定の更新および第９条の変更の認

定を含む。）が法第５条の４に規定する基準に適合しないと認めるときは、管理

計画を認定しない旨の通知書（様式第１号）により、申請者にその旨を通知する

ものとする。 

 

（報告の徴収） 

第１２条 市長は、必要があると認められるときは、法第５条の８の規定により、

認定管理者等に対し、管理計画認定マンションの管理の状況に関する報告書（様

式第２号）により報告を求めることができる。 



２ 認定管理者等は、市長が前項の規定に基づき報告を求めたときは、管理計画

認定マンションの管理の状況に関する報告書（様式第３号）により報告しなけれ

ばならない。 

 

（改善命令） 

第１３条 市長は、認定管理者等が認定管理計画に従って管理計画認定マンシ

ョンの管理を行っていないと認めるときは、法第５条の９の規定により、当該認

定管理者等に対し、認定管理計画に基づく管理に関する改善命令書（様式第４号）

により、その改善に必要な措置を命ずることができる。 

 

（管理の取りやめ） 

第１４条 認定管理者等は、法第５条の１０第１項第２号の規定により、認定管

理計画に基づく管理計画認定マンションの管理を取りやめようとする場合は、

認定管理計画に基づく管理計画認定マンションの管理を取りやめる旨の申出書

（様式第５号）を提出するものとする。 

 

（認定の取消し） 

第１５条 市長は、次に掲げる場合には、法第５条の１０第１項の規定により、

申請者に対し、認定管理計画の認定取消通知書（様式第６号）により、第５条の

認定（第７条の認定の更新および第９条の変更の認定を含む。）を取り消すこと

ができる。 

（１） 認定管理者等が前条の規定による命令に違反したとき。 

（２） 認定管理者等から、第１４条に基づく取りやめの申出があったとき。 

（３） 認定管理者等が不正の手段により第５条の認定（第７条の認定の更新お

よび第９条の変更の認定を含む。）を受けたとき。 

 

（申請の取り下げ） 

第１６条 申請者が、第５条の認定（第７条の認定の更新および第９条の変更の

認定を含む。）を受ける前に当該申請を取り下げようとするときは、管理計画の

申請を取り下げる旨の届出書（様式第７号）により、市長に届け出るものとする。 

 

（その他） 

第１７条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は街づくり部住宅政策課

長が別に定める。 

 

附 則 



この要領は、令和５年７月３日から施行する。 


